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周産期医療対策事業等実施要綱の一部改正について

周産期医療対策事業等については、平成２１年３月３０日医政発第0330011号

厚生労働省医政局長通知｢周産期医療対策事業等の実施について｣により行われてい

るところであるが、今般、同通知の別添「周産期医療対策事業等実施要綱」の一部

を別紙「新旧対照表」のとおり改正し、平成３０年４月１日より適用することとし

たので通知する。

また、貴管下関係者に対しては、貴職からこの旨通知されたい。



別添

医 政 発 第 0330011号
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一部改正 医 政 発 0 3 2 4第 2 0号

平成２２年３月２４日

一部改正 医 政 発 0 3 2 9 第 7 号

平成２３年３月２９日

一部改正 医 政 発 0 4 0 1 第 3 号

平成２６年４月１日

一部改正 医 政 発 0 3 2 9第 1 9号

平成３０年３月２９日

周産期医療対策事業等実施要綱

第１ 周産期医療対策事業

１ 目 的

この事業は、診療体制の整備された分娩環境や未熟児に対する最善の対応

など、充実した周産期医療に対する需要の増加に応えるため、地域において

妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提供する、総合的

な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境

づくりの推進を図ることを目的とする。

２ 事業の実施主体

この事業の実施主体は、都道府県とする。

３ 事業内容

（１）周産期医療協議会の設置

ア 都道府県は、関係行政機関、医療関係団体等をもって構成する周産期医

療協議会を設置するものとする。

イ 周産期医療協議会においては、次に掲げる事項に関し、地域の実情に応

じて検討及び協議を行うものとする。

（ｱ）周産期医療体制に係る調査分析に係る事項

（ｲ）医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４第１項に規定する

都道府県における医療を提供する体制の確保に関する計画（以下「医療

計画」という。）のうち周産期医療に関する事項



（ｳ）母体及び新生児の搬送及び受入れ（圏域を越えた搬送及び受入れを含

む。）に関する事項

（ｴ）総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターに関す

る事項

（ｵ）周産期医療情報センター（周産期救急情報システムを含む。）に関す

る事項

（ｶ）搬送コーディネーターに関する事項

（ｷ）地域周産期母子医療センターその他の地域における周産期医療に関連

する病院、診療所及び助産所（以下、｢地域周産期医療関連施設｣とい

う。）等の周産期医療関係者に対する研修に関する事項

（２）周産期救急情報システム事業

ア 都道府県は、周産期医療の運営に必要な情報の収集を行い、周産期医療

体制整備の効果的な推進を図る。また、総合周産期母子医療センター等に、

周産期医療情報センターを設置し、総合周産期母子医療センター、地域周

産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等と通信回線等を

接続し、周産期救急情報システムを運営するものとする。

イ 周産期医療情報センターは、次に掲げる情報を収集し、関係者に提供す

るものとする。

（ｱ）周産期医療に関する診療科別医師の存否及び勤務状況

（ｲ）病床の空床状況

（ｳ）手術、検査及び処置の可否

（ｴ）重症例や産科合併症以外の合併症による母体救急患者の受入れ可能状

況

（ｵ）救急搬送に同行する医師の存否（迎え搬送の可否等）

（ｶ）その他地域の周産期医療の提供に関し必要な事項

ウ 情報収集・提供の方法

電話、ＦＡＸ、コンピューター等適切な方法により情報を収集し、関係

者に提供するものとする。

エ 地域周産期医療関連施設等からの問い合わせに対して医療技術並びに適

切な受入施設の選定、確認及び回答等の情報提供を行う。

オ 救急医療情報システムとの連携

周産期救急情報システムについては、救急医療情報システムとの一体的

運用や相互の情報参照等により、救急医療情報システムと連携を図るもの

とする。また、周産期救急情報システムと救急医療情報システムを連携さ

せることにより、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セン

ターその他の地域周産期医療関連施設、救命救急センター、消防機関等が



情報を共有できる体制を整備することが望ましい。

（３）相談事業

都道府県は、周産期医療情報センター等に専門相談員を配置し、地域周産

期医療関連施設等からの相談に応じるとともに、医療専門情報誌やパンフ

レット等を用いた普及啓発を図るものとする。

（４）周産期医療関係者研修事業

ア 都道府県は、地域周産期医療関連施設等の医師、助産師、看護師、搬送

コーディネーター、ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーター（以下、｢支援

コーディネーター｣という。）等に対し、地域の保健医療関係機関・団体

等と連携し、総合周産期母子医療センター等において必要な専門的・基礎

的知識及び技術を習得させるため、到達目標を定め研修を行うものとする。

イ 到達目標の例

（ｱ）周産期医療に必要とされる基本的な知識及び技術の習得

（ｲ）緊急を要する母体及び新生児に対する的確な判断力及び高度な技術の

習得

ウ 研修の内容の例

（ｱ）産科

ａ 胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応

ｂ 産科ショックとその対策

ｃ 妊産婦死亡とその防止対策

ｄ 帝王切開の問題点

ｅ 産科麻酔実施のための知識と技術

（ｲ）新生児医療

ａ ハイリスク新生児の医療提供体制

ｂ 新生児関連統計・疫学データ

ｃ 新生児搬送の適応

ｄ 新生児蘇生法

ｅ ハイリスク新生児の迅速な判断

ｆ 新生児管理の実際

ｇ 退院後の保健指導、フォローアップ実施方法等

（ｳ）その他

ａ 救急患者の緊急度の判断、救急患者の搬送及び受入ルール等

ｂ 他の診療科との合同の症例検討会等

（５）周産期医療調査・研究事業



ア 都道府県は、イに掲げる事項について調査し、この調査結果に基づきウ

に掲げる事項について研究を行うものとする。また、この調査及び研究の

結果について、都道府県は、住民に公表するとともに、周産期医療協議会

に報告し、周産期医療体制の整備に係る検討に活用するものとする。

イ 調査事項

（ｱ）患者動向に関する情報

（ｲ）医療資源・連携等に関する情報

（ｳ）都道府県全体の周産期医療体制整備に関する情報

ウ 研究事項

（ｱ）母体及び新生児の搬送及び受入れ（圏域を越えた搬送及び受入を含

む。）に関する現在の問題点並びに改善策

（ｲ）周産期救急情報システムの効果的な活用方法及び周産期救急情報シス

テムと救急医療情報システムとの連携方法

（ｳ）産科合併症以外の合併症を有する母体への救急医療等における周産期

医療に関する診療科間の連携体制

（ｴ）周産期医療に関する医療圏間の連携体制（圏域を越えた広域の連携体

制を含む。）

（ｵ）地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対する効果的な研修

（ｶ）その他周産期医療体制の整備に関する必要な事項

（６）ＮＩＣＵ入院児支援事業

ア 都道府県は、新生児集中治療室（以下「ＮＩＣＵ」という。） 、ＮＩ

ＣＵに併設された回復期治療室（以下「ＧＣＵ」という。）等に長期入院

している児童について、その状態に応じた望ましい療養・療育環境への円

滑な移行を図るため、支援コーディネーターを配置する。

イ 支援コーディネーターの業務は以下のとおりとする。

（ｱ）必須の業務

ＮＩＣＵ、ＧＣＵ等の長期入院児の状況把握及び現在入院中の医療機

関と望ましい移行先（他医療施設、療育施設・福祉施設、在宅等）との

連携・調整、在宅等への移行に際する個々の家族のニードに合わせた支

援プログラムの作成並びに医療的・福祉的環境の調整及び支援、その他

望ましい療育・療養環境への移行に必要な事項を行う。

（ｲ）支援コーディネーターは、必要に応じ、移行後の緊急時に備えた救急

医療機関・専門的医療機関との連携を行う。

ウ 支援コーディネーターは、新生児医療、地域の医療施設、訪問看護ステ

ーション、療育施設・福祉施設、在宅医療・福祉サービス等に精通した看

護師、社会福祉士等が行うものとする。



（７）搬送コーディネーター事業

ア 都道府県は、医療機関相互の連携を強化するため、受入妊婦・新生児の

病状に応じた専門病院等の搬送先を調整・確保するため「搬送コーディネ

ーター」を総合周産期母子医療センター、周産期医療情報センター、救急

医療情報センター等に配置する。

イ 搬送コーディネーターの業務は以下のとおりとする。

（ｱ）医療施設又は消防機関から、母体又は新生児の受入施設の調整の要請

を受け、受入医療施設の選定、確認及び回答を行うこと。

（ｲ）医療施設から情報を積極的に収集し、情報を更新するなど、周産期救

急情報システムの活用推進に努めること。

（ｳ）必要に応じて住民に医療施設の情報提供を行うこと。

（ｴ）その他母体及び新生児の搬送及び受入れに関し必要な事項

第２ 小児医療施設整備事業

１ 目 的

この事業は、小児疾患、新生児疾患の診断、治療を行う医療施設を整備し、

地域における小児医療水準の向上に資することを目的とする。

２ 事業の実施主体

本事業の実施主体は、都道府県の医療計画等に基づき、都道府県知事の要請

を受けた病院の開設者とする（ただし、地方公共団体及び地方独立行政法人

を除く。）。

３ 整備基準

（１）施 設

小児医療施設として診療棟、小児専用病棟、ＮＩＣＵ等必要な部門を設け

るものとする。

（２）設 備

ア 小児医療施設として必要な医療機器等を整えるものとする。

イ ＮＩＣＵを設置する場合には、同室について２４時間診療体制を確保す

るとともに、必要な職員を配置するほか、次の設備を整えるものとする。

（ｱ）新生児用呼吸循環監視装置

（ｲ）新生児用人工換気装置

（ｳ）保育器

（ｴ）その他新生児集中治療に必要な設備



（３）小児総合病院

ア 小児専用病棟の病床数は、おおむね 100床以上とすること。

イ 小児科、小児外科又は外科のほか、小児の総合的な診療に必要な診療科

を設置するとともに次の設備等を原則として備えるものとする。

（ｱ）プレイルーム、学習室及び家族の控え室の設置。

（ｲ）病棟への保育士の配置。

ウ 上記のほか、病室について１人当たりの充分な面積を確保するなど児童

の療養環境の整備に努めること。

第３ 周産期医療施設整備事業

１ 目 的

この事業は、妊婦のうち特に危険度の高い者を対象として、出産前後の母体、

胎児及び新生児の一環した管理を行う母体・胎児集中治療管理室（以下「Ｍ

ＦＩＣＵ」という。）を整備することにより、専門的な周産期医療体制の整

備を図ることを目的とする。

２ 事業の実施主体

本事業の実施主体は、都道府県の医療計画等に基づき、都道府県知事の要請

を受けた病院の開設者とする（ただし、地方公共団体及び地方独立行政法人

を除く。）。

３ 運営方針

（１）周産期医療施設は、産科医療施設等からの転送患者を受け入れるものとす

る。

（２）周産期医療施設は、原則としてＮＩＣＵを併設するものとする。

４ 整備基準

（１）周産期医療施設は、切迫早産、前期破水等母体疾患又は胎児疾患等により

搬送された母体、胎児の集中治療を行うために必要な診療機能とともに、収

容のための病床を有するものとする。

（２）周産期医療施設は、２４時間診療体制を確保し、ＭＦＩＣＵを運営するた

めに必要な職員を配置するものとする。

（３）施設及び設備

ア 施 設

周産期医療施設として必要な周産期専用病棟(ＭＦＩＣＵを含む。)を設

けるものとする。



イ 設 備

（ｱ）周産期医療施設として必要な医療機器等を整えるものとする。

（ｲ）ＭＦＩＣＵには、次の設備を整えるものとする。

ａ 分娩監視装置

ｂ 呼吸循環監視装置

ｃ 超音波診断装置

ｄ その他母体・胎児集中治療に必要な設備

（ｳ）医師の管理のもとに母体又は新生児を搬送するために必要な患者監視

装置、人工呼吸装置等の医療器械を搭載したドクターカーを、整備する

ことができるものとする。

第４ 周産期母子医療センター運営事業

１ 目的

（１）この事業は、周産期母子医療センターへの補助として、「疾病・事業及び

在宅医療に係る医療体制について」（平成２９年３月３１日医政地発０３３

１第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）の別紙「周産期医療の体

制構築に係る指針」（以下「指針」という。）に従い作成される医療計画に

記載された周産期母子医療センターの診療機能、病床数及び過酷な勤務状況

にある医師、看護師等の確保や処遇改善等に必要な周産期母子医療センター

の充実強化について迅速かつ着実に推進することを目的とする。

（２）周産期母子医療センターにおいて、産科、小児科、麻酔科、救急医療の関

連診療科（脳神経外科、循環器内科、心臓血管外科等）を有し、救命救急セ

ンターを併設し、必要な設備人員を備え、２４時間体制で受け入れる体制を

整えることにより、産科合併症以外の合併症に対する対応の強化を目的とす

る。

（３）搬送受入促進事業は、妊婦・新生児の受入れを促進するため、総合周産期

母子医療センター及び地域周産期母子医療センターにおいて、開業医等の協

力を得て、夜間、休日等に近隣の医師等が勤務し、妊婦・新生児の受入の促

進を図ることを目的とする。

（４）必要に応じ、麻酔科医を確保するものとする。

（５）必要に応じ、臨床心理士等の臨床心理技術者を確保するものとする。

２ 実施主体

この事業の実施主体は、指針に従い策定される医療計画に基づき指定又は認

定された周産期母子医療センターを対象とする。

なお、ＭＦＩＣＵ、ＮＩＣＵ、ＧＣＵのいずれかの病床が実質稼働または稼



働を予定している場合に限る。

３ 運営方針

指針及び医療計画に定めるところによる。

４ 整備基準

指針及び医療計画に定めるところによる。

第５ 地域療育支援施設

１ 目的

この事業は、ＮＩＣＵやＧＣＵに長期入院している又は同等の病状を有する

気管切開以上の呼吸管理を必要とする小児（以下、｢ＮＩＣＵ等長期入院児｣

という。）について、在宅療養等との間に中間施設として地域療育支援施設

を設置することにより、ＮＩＣＵ等の満床の解消を図るとともに在宅療養等

への円滑な移行を促進することを目的とする。

２ 実施主体

地域療育支援施設運営事業の実施主体は、都道府県、市町村、公的団体及び

厚生労働大臣が適当と認める者を対象とする。

地域療育支援施設整備事業の実施主体は、公的団体及び厚生労働大臣が適当

と認める者を対象とする。

３ 運営方針

（１）地域療育支援施設は、ＮＩＣＵ等長期入院児が円滑に在宅医療等へ移行し、

家族とともに生活をしていく上で必要な知識・技術を取得するための訓練等

を行うものとする。

（２）地域療育支援施設は、人工呼吸管理、栄養管理、呼吸理学療法を含むリハ

ビリテーション、必要に応じて感染・輸液管理を行うために必要な診療機能

を有するものとする。

（３）ＮＩＣＵ等長期入院児の在宅医療等への移行及びその後又は同等の援助が

必要な小児が自宅等で急性増悪したときに常時受け入れる体制を整備するも

のとする。

４ 整備基準

（１）地域療育支援施設は、原則として以下の常勤職種から構成される医療チー

ムを設けること。



ア 小児科医師（小児神経科医師が望ましい。）

イ 看護師

ウ 理学療法士（小児専任が望ましい。）

エ 社会福祉士（ソーシャルワーカー）

オ 臨床心理士等の臨床心理技術者

カ 臨床工学技士

ただし、看護師は当該施設内専従とするが、その他は院内兼務でも可と

する。また臨床心理士等の臨床心理技術者は非常勤でも可とする。

（２）呼吸管理に習熟した小児科医が常時院内にいること。

（３）施設責任者は日本小児科学会指導医等であること。

（４）訪問看護施設と連携ができていること。

（５）施設・設備

専用病床を２床以上（１０床以内）有すること

地域療育支援施設として必要な呼吸管理を行うための医療機器（病床分の

人工呼吸器、呼吸・循環モニター及び酸素・空気・吸引の中央配管）等及び

家族がスムーズに在宅医療等へ移行できるように家族同室で指導できる個室

を備えるものとする。

第６ 日中一時支援事業

１ 目的

この事業は、ＮＩＣＵ等長期入院児の在宅医療中の定期的医学管理及び保護

者の労力の一時支援を目的とする。

２ 実施主体

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、公的団体及び厚生労働大臣が適

当と認める者を対象とする。

３ 運営方針

（１）在宅等に移行したＮＩＣＵ等長期入院児等を保護者の要請に応じて、一時

的に受け入れるものとする。

（２）人工呼吸管理、栄養管理、呼吸理学療法を含むリハビリテーション、必要

に応じて感染・輸液管理を行うために必要な診療機能を有するものとする。

４ 整備基準

（１）以下の常勤職種から構成される医療チームを有すること。

ア 小児科医師（呼吸管理に習熟した小児科医を含む）



イ 看護師

ウ 小児に精通した理学療法士

エ 臨床工学技士

ただし、院内兼務でも可とする。

（２）訪問看護施設と連携ができていること。

（３）施設・設備

呼吸管理を行うために医療機器（病床分の人工呼吸器、呼吸・循環モニタ

ー及び酸素・空気・吸引の中央配管）等を備えるものとする。

第７ ♯８０００情報収集分析事業

１ 目的

この事業は、都道府県で実施されている休日・夜間の小児の急病等に関して

地域の小児科医等が電話相談に応じる事業（以下「♯8000事業」という。）

における相談内容等の情報を収集し、子どもの病気、けが等のリスク評価、

家庭看護の実態等について分析し、♯8000事業における窓口相談員の質の向

上及び均てん化を図るとともに、分析結果を保護者等に広報するなど、けが

や病気などの発生や対処についての啓発を行うことを目的とする。

２ 実施主体

この事業の実施主体は、「♯８０００情報収集分析事業実施団体公募要領」

に基づき選定した団体とする。

３ 事業内容

（１）情報収集

ア 都道府県や都道府県からの委託を受け♯8000事業を実施している事業者

（以下「事業者」という。）と連携し、相談内容等の情報を収集する体制

の構築を図ること。

イ 汎用性を確保するため５事業者以上からデータを収集すること。

ウ 収集する情報は、事例毎に、症状、子供の年齢、電話受付時間や対応に

要した時間等の相談内容に関すること及び相談内容に対する窓口相談員の

回答等、適切な情報分析に必要なものであること。

（２）情報分析

ア 主たる症例毎の窓口相談員別、事業者別の回答内容を分析するなど、窓

口相談員の質の向上及び均てん化に活用するために必要な情報分析を行う

こと。

イ 相談の時間帯、年齢別での発生原因等を分析し、救急疾患等の発生の実



態解明などけがや病気などの発生や対処についての啓発に必要な情報分析

を行うこと。

（３）分析結果の活用

ア 窓口相談員の質の向上及び均てん化に有用な分析結果は、事業者へ提供

するなど有効に活用すること。

イ けがや病気などの家庭内リスクの軽減のため有用な分析結果は、♯8000

事業の利用が考えられる保護者等に提供するなど有効に活用すること。


